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東頸バス株式会社

代■表■者

代表取締役社長 白石 雅孝

□ 常 勤   ■ 非常勤 ■ プロパー  □ 市兼務  □ その他

所 在1地 | 新潟県上越市浦川原区顕聖寺 195番地 8

1設立年月日■ 平成 8年 8月 1日

資 本 金 | 30,000千 円 40,0%

立
1目

的

平成9年 3月 のほくほく線開業により、バス利用者が減少し、既存バス事業者の経

営が危惧されたため、自治体がバス序業に積極的に関与し、旧東頸城地域における生

活交通の維持存続を図ることを目的に設立された。

(1)一般乗合旅客自動車運送事業 (乗合バス事業)

121 -般貸切旅客自動車運送事業 (貸切バス事業)

(勧 自動車運転及び運行管理等の業務受託事業

.その他
―

|プコパ■ |

―
市兼務

0 02 3 31

0 12 10 2

5 4 01 4

4 職員数



5 事業実績 (概要 )
〇 上越市及び十日町市の一部地域 (旧東頸城地域)を主たる営業区域として乗合バス事業、貸
切バス事業及び業務受託事業により、当該地域の旅客輸送サービスを実施しました。

○ 一般乗合旅客自動車運送事業 (乗合バス事業) (単位 :千円)

年度

項 目

令和 2年度

(第 25期 )

令和 3年度

(第 26期 )

令和 4年度

(第 27期 )

前年との

比較増減
前年比

運送収入 9,018 8,789 8,410 △ 379 95,7%

運送雑収 2,440 728 1,269 541 174.3°/O

補助金 44,052 42,600 43,113 513 101.2%

計 55,510 52,117 52,792 675 101.3°/0

・新型コロナウイルス感染症の影響による運送収入の減少は続いているが、新型コロナ関連

の支援金の増加等により、売上高は 52,792千 円、前年比 675千円の増収となりました。

○ 一般貸切旅客自動車運送事業 (貸切バス事業) (単位 :千円)

。新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んでいた運送収入が、大地の芸術祭のツア

ーバス運行により大幅に回復したほか、新型コロナ関連の支援金が増加したことなどによ

り、売上高は 8,910千 円、前年比 6,146千円の増収となりました。

○ 業務受託事業 (単位 :千円)

・契約単価の下落により、受託収入は 42,523千 円、前年比 138千円の減収となりました。

○ 営業収益 (売上高)及び営業費用 (単位 :千円)

年度

項 目

令和 2年度

(第 25期 )

令和 3年度

(第 26期 )

令和 4年度

(第 27期 )

前年との

比較増減
前年比

売上高
(91,758)

89,660

(99,460)

97,542

(106,129)

104,225

(6,669)

6,683

(106.7%)

106,9°/O

売上原価 +販売費

及び一般管理費

(92,302)

91,939

(104,572)

104,301

(105,962)

105,889

(1,390)

1,588

(101.3%)

101.5%

税引前当期純利益 a △ 544 △ 5,112 168 4,944 ―%

法人税等 b 180 180 180 0 100%

当期純利益 a― b △ 724 △ 5,292 △ 12 5,280 一%

※売上高の ( )は、営業外収益と特別利益を含む収益総額、売上原価 +販売費及び一般管理

費の ( )は、営業外費用と特別損失を含む費用総額。

・運送雑収や乗合バス事業における補助金の減収に加え、燃料費の高騰や車両修繕費の高止まり

等により、赤字を計上しました。

年度

項 目

令和 2年度

(第 25期 )

令和 3年度

(第 26期 )

令和 4年度

(第 27期 )

前年との

比較増減
前年比

運送収入 1,757 1,794 7,822 6,028 436.0°/O

運送雑収 2,568 970 1,088 118 112.1%

計 4,325 2,764 8,910 6,146 322.40/O

年度

項 目

令和 2年度

(第 25期 )

令和 3年度

(第 26期 )

令和 4年度

(第 27期 )

前年との

比較増減
前年比

受託収入 29,825 42,661 42,523 △ 138 99.7%
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項  目
第 25期

自 令和 2年 4月 1日

至 令和 3年 3月 31日

第 26期

自 令和 3年 4月 1日

至 令和 4年 3月 8と 口

第 27期

自 令和 4年 4月 1日

至 令和 5年 3月 31日

損
益
計
算
書

売上高 89,660 97,542 104,225

売上原価 79,004 91,608 92,715

売上総利益 10,657 5,934 11,510

販売費及び

一般管理費
12,935 12,694 13,174

営業利益 △ 2,279 △ 6,760 △ 1,663

営業外収益 1,983 1,918 1,904

営業外費用 236 271 73

経常利益 △ 532 △ 5,112 168

特別利益 114 0 0

特別損失 127 0 0

税引前当期純利益 △ 544 △ 5,112 168

法人税等 180 180 180

当期純利益 △ 724 △ 5,292 △ 12

項 目 令和 3年 3月 31日 現在土 令和 4年 3月 31日 現在 令和 5年 3月 31日 現在

貸
借
対
照
表

資 産 94,045 91,620 90,714

負 債 27,735 30, 602 29,708

純資産 66,310 61,018 61,005

30,000 30,000 30,000

36,310 31,018 31,005

0 0 0

6 財務状況 (税抜 )
(単位 :千円)

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致しない場合があります。
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7 市からの財政支出等
(1)委託額 (税込)

修)財政援助額 (税込)

8 市以外からの補助金・助成金等
(1)受給額 (税込)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

内訳 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 備考

① スクールバス運転業務 10,080 21,894 20,913 牧・安塚、浦川原・大島

② 庁用車運転業務 2,423 2,148 2,067 三和

③ 給食運搬車運転業務 2,485 2,085 1,957 牧・大島

計 14,988 26,127 24,937

内訳 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 備考

① 補助金 (助成金)
バス運行対策費補助金

事業継続支援緊急助成

金

事業者応援給付金

地域公共交通感染拡大

防止対策補助金

事業者経営支援金

エネルギー価格等高騰

支援金

11,672 12,737 14,105

11,109 12,362 13,780

300 0 0

200 0 0

63 0 0

0 375 125

0 0 200

② 貸付金 0 0 0

③ 損失補償 0 0 0

④ 債務保証 0 0 0

⑤ その他 ( ) 0 0 0

計 11,672 12,737 14,105

内訳 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 備考

①
地域内フィーダー系統

確保維持費国庫補助金
4,683 3,908 3,551

②
路線バス運行に関する

補助金 (十 日町市)
28,260 26,330 25,782

③
運行継続支援事業補助

金 (十 日町市)
0 0 300

④
運輸事業振興助成交付

金 (新潟県バス協会)
114 0 0

⑤
持続化給付金 (経済産

業省 )
2,000 0 0

⑥
家賃支援給付金 (経済

産業省)
6461 0 0

⑦
一時支援金 (経済産業

省 )
0 600 0

③
事業復活支援金 (経済

産業省 )
0 0 900

⑨
特定求職者雇用開発助

成金 (厚生労働省 )
0 300 500
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内訳 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

⑩

地域公共交通確保維持

改善事業費補助金 (国

土交通省)

115 103 232

①
雇用調整助成金 (厚生

労働省 )
375 0 0

⑫
三密対策支援金 (新潟

県)
129 0 0

計 37,322 31,241 31,265

9 今後の経営計画等
(1)次期事業計画

[事業方針 ]

(1)上越市、十日町市が策定する「交通計画」に参画・提案を行い、地域密着の事業展開を図る。

(2)コ ス トの削減と生産性を高め、競争力の強化を図る。

(3)道路運送法第 78条の市町村運営有償運送の運転代行業務及び運行管理業務の受注を図る。

(4)事業エジアを中心とする貸切の情報収集を図り、需要の維持に努める。

(5)人 にやさしいバス、「安心。安全」な運行を責務とし、地域のためのバスをめざす。

[人員計画]

全体 34(28)人  内訳 :事務係 3(2)人、運行係 2(1)人、運転± 28(25)人 、車両係 1[兼務]人

※令和 5年 4月 1日 基準

※ ()内は内数で、嘱託・臨時従業員

[車両計画]

乗合 :9両

貸切 :2両

12)中長期経営計画

な し

5



10 令和 5年度 経営状況の分析 口評価

(1)第ニセクター等の経営状況の分析 L評価のフローチヤー ト

※「第ニセクター等に対する関与方針」から抜粋

D
債務超過に陥つている、又は、資本金の 50%を超え

る累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあるか

↓いいえ

C 3期連続の赤字であるか

↓いいえ

B 法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はあるか

イまヤヽ

第ニセクター等評価

委員会に見解を求め

る

イまい

イまい

↓いいえ

A 現状では、当該法人の経営状況に問題 (課題)な し

Bか らD評価の法人は121ヘフローチャー トによる評価 C

【特記事項】

フローチャー トではC評価となるため、第ニセクター等評価委員会に見解を求めたとこ

ろ、4期連続赤字の要因がコロナ禍による経営苦境と明らかであるほか、令和 5年 3月 31

日時点での同社純資産は 61,005千円であり、同社の財務状況に大きな懸念がないとの意見

を受けたことから、分析・評価の対象としないこととした。

6

フローチャートによる評価基準 備考

A 経営状況に問題 (課題)な し 引き続き経営努力を行 う

B 法人の経営の持続可能性に懸念がある

経営健全化の可能性について、第ニセクタ
ー等評価委員会に見解を求めるC 当期純利益が 3期連続の単年度赤字である

D 債務超
過に陥つている、又は、

資本金の 50%を超える累積欠損金がある
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第 27期 事 業 報 告

(令和4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 まで)

I.会社の現況に関する事項(事業の経過及びその成果)

当期も上越市及び十日町市の一部(旧東頸城郡)を主たる営業区域としてバス10両、従業

員30名体制で事業展開を図つて参りました。コロナの影響が公々に薄れてきたことで、貸切

事業に回復の兆しが見え始めた中、更なる感染防止に努めながら事業を進めました。

(1)乗 合事業は、利用者減とコロナ禍の中、一部の路線では昨年を上回つたものの、運送

収入は 8,410千円(対前年比 95,7%)と減少いたしました。

令和4補助年度に係る経常欠損補助につきましては、国、上越市、十 日町市から申請

どおり受給することが出来ました。

よって、運行費補助金 43,113千円を含めた運送収入は 51,523千円 (対前年比 100.3%)

となり、134千円の微増となりました。雑収入として、国、市からの支援金等を 1,250千円

計上しました。

(2)貸切事業は、コロナ感染が徐々に薄れてきたこと、一年遅れで開催された大地の芸術

祭のツアーバス運行により、運送収入は、7,822千円 (姑前年比 436.0%)と 昨年を大きく

上回りました。コロナ禍以前の 5割強まで回復いたしました。雑収入として、国、市からの

支援金等を 1,007千円計上しました。

(3)運転業務受託事業は、昨年と同様の受注をいたしましたが契約単価を下げたことで

42,523千円 (対前年比 99.7%)、 昨年を上回ることが出来ませんでした

以上のとおり、営業外、特別利益を加えた収益全体では 106,129千 円(封前年比

106。 7%)となり、前年度を 6,669千 円上回りました。

一方、支出では、賃金の引上げ、燃料費の高騰、車面修繕費の高止まり、併せて受注

増に伴う経費増がありましたが、法人税等を除く支出総額は 105,962千円(対前年比

101.3%)となり、1,390千円の増力日に留めることが出来ました。

これらにより、今期の税引き前利益は 168千円 (対前年 5,280千 円増 )、 税引き後の当

期純損失は 12千円と黒字にわずかに手が届かない結果となりました。

よって、今期の株主配当は無配にてご了承いただきますようお願い申し上げます。

令和 5年度は、コロナ禍前のどこまで、各事業を回復させられるかが問われる1年となり

ます。「安心・安全」を最優先事項として事業を行つてまいります。株主様には、更なるご理

解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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1.財産及び損益の状況の推移

期
平成 30年度

(第 23期 )
令和元年度

(第 24期 )
令和2年度

(第 25期 )
令和3年度

(第 26期 )
令和4年度

(第 27期 )

売上高   (千 円)
(121,224)

80,982

(104,975)

63,255

(89,660)

45,608

(97,542)

54,942

(104,225)

61,112

経常利益   (千円)
(3,319)

△ 36,923

(△ 976)

△ 42,696

(△ 532)

△44,584

(△ 5,H2)

△ 47,712

(168)

△ 42,945

税引前利益  (千円) 2,765 △ 976 △544 △ 5,112 168

当期純利益  (千円) 1,740 △ 1,159 △ 724 △ 5,292 △ 12

1株当たり
当期純利益

(円 ) 2 900 △ 1,982 △ 1,207 △ 8,820 △21

総資産    (千 円) 104,602 94,409 94,045 91,620 90,714

純資産    (千 円) 69,098 67,034 66,310 61,018 61,005

(注)と 、売上高、経常利益の()内の数字は、次のバス運行費補助金収入を含んでおります。

平成 30年度 40,242千円 令和元年度 41,720千 円 令和 2年度 44,052千円

令和 8年度 42,600千円  令和 4年度 43,113千円

2.事業別成績表

(1)一 般乗合旅客自動車運送事業営業成績

( )内の数字は、次のバス運行費補助金収入を含んでおります。

平成 30年度 40,242千円 令和元年度 41,720千 円 令和 2年度 44,052千円

令和 3年度 42,600千円  令和 4年度 43,113千 円

Э

期

区分

平成 30年度

(第 23期 )

令和元年度

(第 24期 )

令和2年度

(第 25期 )

令和3年度

(第 26期 )

令和4年度

(第 27期 )
前年対比

運送収入   (千円)
(54,689)

14,447

(54,947)

13,227

(53,070)

9,018

(51,389)

8,789

(51,523)

8,410

(100。 3)%

95。 7

運送雑収   (千円) 409 390 2,440 728 1,269 174。 3

計 (千円)
(55,098)

14,856

(55,337)

13,617

(55,510)

11,458

(52,117)

9,517

(52,792)

9,679

(101。 3)

101,7

乗車人員 (人 ) 71,440 63,919 46,844 46,910 43,243 92.2

実車走行
キ

(キ ロ) 226,788 221,312 190,091 188,328 178,571 94.8

在籍車両数   (両 ) 9 9 9 8 9 112.5

使用延日車数  (日 数) 1,922 1,925 1,913 1,917 1,765 92.1

キロ当たり

収  入
(円 )

(241.15)

63.70

(248.28)

59。 77

(279,18)

47.44

(272.87)

46.67

(288.53)

47.10

(105,7)

100。 9



(2)一 般貸切旅客 自動車運送事業営業成績

(3)業務受託業営業成績

3.令和 4補助年度生活交通確保封策運行費補助金の受給状況

上越市の単独補助額には、国のフィツ
S―
系統に係る単独補助金額を含む

期

区分

平成 30年度

(第 23期 )

令和元年度

(第 24期 )

令和2年度

(第 25期 )

令和3年度

(第 26期 )

令和4年度

(第 27期 )
前年対比

運送収入   (千円) 19,200 19,544 1,757 1 794 7,822 436.0°/O

運送雑収   (千円) 311 431 2 568 970 1,088 112.2

計 (千円) 19,511 19,975 4,325 2 764 8,910 322.4

乗車人員 (人 ) 5,479 9,376 429 425 3 655 860.0

実車走行
キロ  (キ .) 50,463 50,811 2,992 3 609 13,690 379,3

在籍車両数   (両 ) 2 2 2 2 2 100.0

使用延日車数  (日 数 ) 293 268 47 38 139 365.8

区分

平成 30年度

(第 23期 )

令和元年度

(第 24期 )

令和2年度

(第 25期 )

令和3年度

(第 26期 )

令和4年度

(第 27期 )
前年対比

受託収入   (千円) 46,615 29,663 29,825 42,661 42,523 99.7%

市町村名 系統数
運行費補助金

計

制度補助 単独補助

国

(フィーダー系統)
3

千円

5513

千 円

0

千円

5513

新潟県 0 0 0 0

上越市 8 0 13, 780 1 3 780

十日町市 4 0 25, 782 25, 782

合  計 15 3 551 39, 562 43, 113
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4.事業所の所在地

5。 従業員の状況 (各年度 3月 31日 現在)

※ 表中、 ( )内数字で60歳以上の再雇用1者、臨時者、パー ト者数を示す。
平成 24年度から整備工は、乗務員が兼務

6.車 両 の 状 況 (各年度 3月 31日 現在 )
年 度 別 乗 合 貸 切 自家用 計

平成30年度 9 2 1 12

令和元年度 9 2 1 12

令和 2年度 9 2 1 12

令和 3年度 8 2 1 11

令和 4年度 9 2 1 12

(令和 5年 3月 31日 現在 )Ⅱ.会社の状況に関する事項
1.株式の状況
(1)発行可能株式総数
(2)発行済株式の総数
(3)当事業年度末の株主数
(4)上位 10名の株主

2, 400株

600株

3名

名  称 所  在  地 電 話 番 号

本社営業所 新潟県上舷市浦川原区顕聖寺195番地8 025-599-2312

年 度 別 事務員 運行管理 運転士 整備工 計

平成30年度 4(2) 1 24(17) 0 29(20)

令和元年度 4(2) 20(14) 0 25 (17)

令和 2年度 4 (2 ) 20(15) 0 25 (18)

令和 3年度 4(2) 2 6(21) 0 3 1 (24)

令和 4年度 4(2) 2 5 (21) 0 30(24)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

上   越   市 240株 40%

十  日 町  市 120株 20%

頸城自動車株式会社 240株 40%
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2 会社役員の状況  (令和 5年 3月 31日 現在 )
(1)取締役及び監査役の状況
取締役社長 (代表取締役)  (頸城自動車l抑代表取締役副社長)

取締役専務 (代表取締役)  (常   勤)

取 締 役         (頸 城自動車爛代表取締役社長)

監 査 役         (渡 辺佐千雄税理士事務所 所長)

監 査 役

報  酬
取締役及び監査役に支払つた報酬の総額

白石 雅孝

高橋  常雄

山田 知治

渡辺 佐千雄

渡邊  満

(2)

1. の イま、 16 8 23日 の

において年額 650万 円以内と決議いただいております。
2 .監査役の報酬限度額は、平成 8年 7月 22日 開催の発起人決議において
年額 48万円以内と決議いただいております。

摘 要雑 支 給 額区  分
取 締 役 3名 5,400,000円

240,000円監 査 役 2名

5名 5,640,000円合  計

12



貸 借  対  照  表
律缶不日5年 3月 31日 F兄在土)

科    目 金  額 科    目 金  額

(資 産 の 部 )

流 動 資 産

現       金

預       金

売   掛   企

未 収 入 金

貯   蔵    品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

車       両

建       物

機 オ戒 装 置

工 具 器 具 備 品

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他  投  資

67,311,605

469,155

59,042,262

3,848,134

3,568,600

45,024

338,430

23,401,906

22,798,879

14,427,573

121,255

7,926,667

323,384

250,577

250,577

352,450

352,450

円 (負 債 の 部 )

流 動 負 債

買   掛   金

未    払   金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預   り  金

前  受  収  益

従 業 員 預 り 金

固 定 負 債 イ

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

18,2497621

2,831,192

499,825

621,565

180,000

514,400

408,650

312,776

12,881,213

11,458,700

8,115,700

3,343,000

円

負 債 合 計 29,708,321

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利 益剰余金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

(純 資 産 の 都 )

株 主 資 本

資   本   金

61,005,190

30,000,000

31,005,190

690,000

30,315,190

3,000,000

27,315,190

純 資 産 合 計 61,005,190

資 産 合 計 90,713,511 負 債 口純 資 産 合 計 90,713,511
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損  益  計  算  善
(令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日 まで)

科 目 金 額

ノE 上     高

旅 客 自 動 車 運 送 事 業 収 益

付  帯  事  業  収  益

円

61,702,323

42,522,848

円

104,225,171

7E 上   原   価

旅 客 自動 車 運 送 事 業 運 送 費

付 帯 事 業 売 上 原 価

52,526,667

40,188,064 92,714,731

売 上 総 利 益 11,510,440

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,173,812

営 業 損 失 1,663,372

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ  の  他  の  収  益

1,150

1,903,083 1,904,233

営 業 外 費 用

支    払    利    息

そ の 他 の 費 用

73 1 00

145 73,245

経 常 利 益 167,616

特   別   利   益

補 助 金 0

特   別   損   失

固 定 資 産 除 却 損 1

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

当   期   純   損   失

167,615

180,000

12,385
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個  別  注  記  表

(令不日4年 4月 1日 から令不日5年 3月 31日 まで)

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)固定資産の減価償却の方法

① 有形 固定資産  ……… 法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。
② 無形 固定資産  ……… 法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。
(2)引 当金の計上基準

① 退職給付引当金  ………… 従業員の退職金支給に備えるため、期末における退職給付債務の
見込額に基づく必要額を計上しております。

② 役員退職慰労引当金 …・・…・ 役員の退職慰労金支給に備えるため、内規による期末要支給額に
基づく必要額を計上しております。

(3)リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によつております。

(4)消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によつております。

2.賞借対照表に関する注記
(1)有形固定資産の減価償却累計額

(2)親会社に対する金銭債権及び金銭債務

短  期  債  権
短 期 債 務

3.損益計算喜に関する注記
(1)親会社との取引高

営  業  収  益
営 業 費 用

4.株主資本等変動計算書に関する注記
(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項

普  通  株  式

5.1株当たり情報に関する注記
(1)1株当たり純資産額

(2)1株当たり当期純損失

33,558,168円

1,090,134円

1,329,867円

1,022,648円

12,780,738円

600株

101,675円 32銭

20円 64銭
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1

2

私たち監査役は、令和4年 4月 1日 から令和5年 3月 31日 までの第
27期事業年度に係

る計算書類及びその附属明細書を監査いたしました。そ
の方法及び結果に?き以下のとおり

報告いたします。

なお、当会社あ監査役は、定款第28条に定あるところによりt監査の範囲
が会計に関す

るものに限定されているため、事業報告を監査する権限を有
しておりません。

.監査の方法及びその内容

浜象警姦笙壕議竪釈縫奄蜜[α討蟹露r基撃稚懲蟄伍む丑盈騒子と港倉藍第雲t:霊票璽
業年度に係る計算書類 (貸借対照未、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記

表)及びその附属明細書について検討いたしました。

.監査の結果
計算書類及びそつ附属明細書い、会社の財産及び損益

の状ユ兄をすドて重要な点において

適正に表示している
｀
ものと認めます。            ・

令和 5年 5月 1學 日   、

東 頸 バ ス 株 式 会 社

監 査 報 告 書

監  査  役

監 査 役

波 辻 れ 千ル②

波 を 添 ②
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資料 4

科  目
4年度決算見込

①

5年度予算

②

②/①

決算比
備  考

営 業 収 入

千円

103,358

千田

107.630

%

104,1

9,654 8,729 90.4

43,113 42.600 98.8

8.546 131100 153.3

業務受託 42,045 43,201 102.7

1,877 1,877 100.0

特 別 利 益 0 0

収 入 計 105,235 109,507 104.1

営 業 費 用

千円

106=342

千円

108.342

%

101.9

人 件 費 73,060 74,031 101.3

経   費 29,859 30,888 103.4

減価償却費 3.423 3,42こ 100.0

営 業 外 79 445 503.3

特 】u握 失 0 0

支  出 計 100,421 100,787 102.2

税引前当翔純利益 …1,186 720

当期純利益

令和4年度決算見込並びに令和5年度予算について

年間賞与 0,71カ月 年間賞与 0.5カ月
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第 3号議案

令和 5年度一般方針並びに事業計画について

《 一 般 方 針 ≫

事業環境の激変する中、「会社と雇用」を守るため、最大限の努力を傾

注することから次の方針を策定する。

(1)上越市、十日町市が策定する「交通計画」に参画・提案を行い、地域密着

の事業展開を図る。  ィ
(2)コ ス トの削減と生産性を高め、競争力の強化を図る。

(3)道路運送法第 78条の市町村運営有償運送の運転代行業務及び運行管理業

務の受注を図る。

(4)事業エ リアを中心とする貸切の情報収集を図り、需要の維持に努める。

(5)人にやさしいバス、「安心 。安全」な運行を責務とし、地域のためのバスをめ

ざす。

◇ 事 業 計 画 ◇

〔乗 合 事 業 〕

(1)方 針

①上越市「第二次総合公共交通計画」、十日町市
「地域公共交通計画」に

合わせた運行形態を確立し、地域生活交通の維持・確保に努める。

② 「安心 。安全」がバス事業に携わるものの使命であることを自覚し、

社内規律の保持と自動車事故防止、サービス向上に努める。

③経費削減とローコス ト体質の確立に努める。

④新型コロナウイルス感染防止対策に努める。

(2)運行計画

①運行計画

3月 十日町線・浦田線 時刻変更
安塚線 時刻変更

②人員計画  4ページに記載
③車両計画

イ、車両数 。・ 。実働車 6両 予備車 3両 計 9両  4ページに記載
口、車両更新・・・なし

④ダイヤ計画

両市との協議を進め、路線の維持確保をはかるともに、利用しやすく効

率的なダイヤ作成に努める。
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(3)補助金受給状況 (期間 R3,10,1～ R4。 9。 30)

イ.損益状況

口,東頸バス 運行費補助金受給額

科 目
3補助年度

(2.10-3.9)

4補助年度

(3。 10ハΨ4.9)
前年比

経
常
収
益

運送収益
千円

8, 762 8

千円

744

%
99.8

運送雑収 2, 151 1 032 48,0

営業外収益 452 319 70.6

計 11, 365 10, 095 88.8

経
常
費
用

運送費 46, 630 46, 888 100.6

一般管理費 7 126 6 301 88,4

営業外費用 222 30 13.5

計 53, 978 53, 219 98.6

損
益

運送損益 △ 37, 868 △ 38, 144 100.7

経常損益 △ 42, 618 △ 43, 124 101。 2

キロあたり経常費用 286.3円 290.5円 101.5

3補助年度 4補助年度 前年比

系統数
運行費

補助金
系統数

運行費

補助金

国

(フィータ―゙系統) 5

千円

3,908

国

(フィータ・―系統) 3

千円

3,551

%
90.9

新潟県 0 0 新潟県 0 0

上越市 8 12,862 上越市 8 13,780 111.5

十日町市 4 26,330 十日町市 4 25,782 97.9

合 計 17 42,600 合 計 15 43,113 101。 2
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〔貸 切 事 業 〕

(1) 方  針

①地域に根ざした営業活動を展開し、稼働率の向上と増収に努める。

②頸城自動車及びマルケーバスグループ各社との業務連携を強化して受注拡

大に努める。

③直受比率を高める。

イ.貸切情報提供謝礼制度の活用を図る。

口,従業員総参加による貸切情報収集に努め、受注増を図る。

ハ.東頸バス謝恩ツアーの実施により、貸切車の増収を図る。

④乗務員のサービスとマナー向上に努める。

⑤出先での社内規律の保持と自動車事故防止に努める。

⑥新型コロナウイルス感染防止対策に努める。

(2)車両関係

イ.小型 2両  計 2両 4ページに記載
口,車両の更新 なし

〔業 務 受 託 業〕

(1)方 針

①道路運送法第 78条 「市町村運営有償運送」によるバスの運転代行業務及

び運行管理業務の受注と適正な管理を図る。

(2)市町村運営有償運送の受注状況

① 十日町市市営バス(松之山支所)・ ・ 7両

② 牧区スクールバス運行業務  。・ 。3両
③ 大島区スクールバス運行業務 ・・・ 2両

(3)その他の受注状況

① 庁用自動車運転業務「マイクロバス :三和区」
② 牧区スクールバス臨時運行業務
③ 牧小学校給食運搬業務
④ 大島小学校給食運搬業務
⑤ 浦川原区スクールバス運行業務
⑥ 浦)|1原区スクールバス臨時運行業務
⑦ 安塚区スクールバス運行業務
③ 安塚区スクールバス臨時運行業務
⑨ 大島区スクークレバス臨時運行業務

〔業 務 計 画 〕

(1)業務関係
① 効率的な業務の改善に努める。

② 月次予算管理の充実を図るとともに予算の適正な執行に努める。
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(2)労務関係

①健康診断の100%受診により、健康管理の維持向上を図る。
② 2次検診該当者の再受診の把握と点呼時の健康状況のチェック。

(健康に起因する事故防止)

③ 睡眠時無呼吸症候群 (SAS)ス クリーニング検査の実施。

(3)監理関係

①「運輸安全マネジメント」を推進し、輸送の安全性の向上に努める。

②自動車事故対策機構の適性診断 。適齢診断受診を活用し、安全運転の自覚

と徹底を図る。

③点呼執行基準に基づく点呼の厳正を期すとともに、業務指導の充実を図る。

(4)職種別従業員一覧表  (4月 1日 基準)

職   種 4年度 5年度

事 務 係 3   (2) 3   (2)

運 行 係 2   (1) 2   (1)

運 転 士 25(21) 28(25)

車 両 係 1[兼務] 1[兼務]

合   計 31(24) 34(28)

(注)① ( )内は内数で、嘱託・臨時従業員 ②車両係は、乗務員を兼ねる

(5)年式 。車種別車両一覧表

年度別 令和 4年 4月 1日 現在 令和 5年 4月 1日 現在

事業別 乗  合 貸  切 乗  合 貸  切

年式・車種 大 中 ′Jヽ 大 中 ノjヽ 大 1中 1小 大 中 ノJヽ

平成 11年 1 1

12年 1 1 1  :  1

15年 2 1 2 1

16年 1

18年 1 1

21年 1 1

29年 l Ч 1

令和 3年 l 1

計 1 4 3 2 1 5  i  3 2

合 計 8 2 9 2

車 令 15,4年 17.8年 16.7年 18,3年
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